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地上デジタル放送対応受信機の普及目標と現況地上デジタル放送対応受信機の普及目標と現況
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特別な受信機器の出荷台数累計

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数

直接受信が可能なエリア

（2003.12月）全世帯の約２５％全世帯の約２５％
（200７.３月）６０．４％０．４％

アナログ停波時期の認知度

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
（２００９.９月）

車載用地上デジタル放送受信機
の出荷台数 （２００９.１０月）

6,802万台

356万台

（200６.12月）全世帯の約８４％全世帯の約８４％

（200８.12月）全世帯の約９６％全世帯の約９６％

（2008.３月）６４．７％％

（2009.３月）８９．６％％ の出荷台数 （２００９.１０月） 356万台
（200９.12月）全世帯の約９８％全世帯の約９８％

（出典）・普及世帯率及びアナログ停波時期の認知度については、総務省“地上デジタルテレビ放送
に関する浸透度調査”（2009年9月）より

・普及台数については、2009年10月末、JEITA、日本ケーブルラボ調べ

（2009.9月）８９．６％％
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地デジ対応受信機の世帯普及率（９月浸透度調査）－都道府県別の状況－地デジ対応受信機の世帯普及率（９月浸透度調査）－都道府県別の状況－
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（注１） 普及率は、チューナー内蔵テレビ、レコーダ、外付けチューナー、パソコン、CATV用STBのいずれかを持っている世帯の割合

（注２）いずれもサンプリング調査による統計データであり、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±３～８%前後。



地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －概要－－概要－

地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は前回調査から８ ８ポイント増加し ６９ ５％となった ま地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は前回調査から８．８ポイント増加し、６９．５％となった。ま

た、チューナー内蔵テレビの世帯普及率は前回調査から８．６ポイント増加し、５９．０％となった。受信機の購入

動機としては、エコポイントの利用に加え、外付け機器を接続して現在保有するアナログテレビでも地上デジタル

テレビ放送を見たいとする回答が多かった。

39.0 
69 5

受信機の保有状況（複数回答） （全員） 受信機の購入動機（複数回答）

（%） （%）「いずれか保有」
との回答者

テレビ放送を見たいとする回答が多かった。

エコポイントを利用したかったから
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30 5

50.4 

60.7 
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チューナー内蔵録画機

チューナー内蔵テレビ

次のいずれかの受信機を保有

タ
イ

ハイビジョン放送などを見たかったから

データ放送を見たかったから

故障などに伴うテレビの買い換え時期だったから

アナログテレビでも地上デジタル放送を見たかったから
（外付け機器を接続して視聴している場合）

1 3
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ハイビジョン放送などを見たかったから

テレビでインターネットをしたかったから

薄型テレビが欲しかったから

現在のアナログテレビ放送が終わることを見越して

クイズ番組などの視聴者参加型サービスを利用した
かったから

チューナー内蔵パソコンもしくは
パソコン用の外付けチューナー

10.8 

1.3 
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15.1 
19.1 
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セットトップボックス（CATV）
その他・無回答

※ 総務省“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年３月）

今回調査

2009年3月調査※

総務省 放送 関す 浸透度調 （ 年 月）
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テレビの販売価格と推移、外付けチューナーの販売価格テレビの販売価格と推移、外付けチューナーの販売価格

（１）薄型テレビ（１）薄型テレビ （２）外付けチューナー（２）外付けチューナー

低価格チューナーの販売事例（低価格チューナーの販売事例（20092009年年1111月）月）

機種※1

（（ⅰⅰ）大手家電量販店での販売事例）大手家電量販店での販売事例※※（（20092009年年1111月）月）

液晶16型 液晶20型 液晶26型 液晶32型

約 円 約 円 約 円 約 円

地デジ
チュー
ナー

機種※1

量販店等
店頭での

価格事例※2

[円]

通信販売の
価格事例※3

[円]
ハイビ
ジョン

データ
放送

ＥＰＧ

約2.8万円 約5.2万円 約5.5万円 約6.9万円

価格推移の例価格推移の例

76.0 
80 

価格（万円）

液晶37型

製品A × × △ 4,750 4,980
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68.6 
57.1 

49.8 
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60 

70 液晶37型

PDP42型

ブラウン管32型

製品B × × △ 4,750 5,275

製品C × × △ 6 980 5 840
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40 
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製品C × × △ 6,980 5,840

製品D × × △ 9,800 6,855
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12.8 14.0 

13.0 

23.1 

14.9 16.7 

13.5 

19.7 

17.9 
14.8 10 

20 

取り扱いなし

※ネット販売価格

製品Ｅ ○ × △ 9,800 8,740

※1 全機種地上デジタル放送専用 また EPG欄の「△」はいわゆる簡易EPGのみ対応のもの

（（ⅱⅱ）その他）その他

省エネ効果の高い製品に対しては 定の商品と交換可能なエコポイントの付与あり
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11月
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11月

※1 全機種地上デジタル放送専用。また、EPG欄の「△」はいわゆる簡易EPGのみ対応のもの

※2 大手量販店又はディスカウントストアでの低価格販売の事例

※3 インターネット通販関連サイト（価格.com等）での低価格販売の事例（送料込み）・一部の家電量販店では、販売価格の10～20％程度のポイント還元サービス等を実施

している他、随時、時間限定・台数限定等による特別価格を設定（10％程度の値引き等）

4

・省エネ効果の高い製品に対しては、一定の商品と交換可能なエコポイントの付与あり



辺地共聴施設（自主共聴施設）のデジタル化対応状況辺地共聴施設（自主共聴施設）のデジタル化対応状況

辺地共聴施設のうち 自主共聴施設については支援措置を講じつつ 計画的に

辺地共聴施設（自主）のデジタル化対応状況

辺地共聴施設のうち、自主共聴施設については支援措置を講じつつ、計画的に
改修を実施。ＮＨＫ共聴施設についてはＮＨＫが責任をもって計画的に対応。

初版
H20.9月現在○共聴施設のうち、自主共聴施設（地元視聴者が整備し

た共聴施設）は 全国に約１万２ ０００施設

辺地共聴施設（自主）のデジタル化対応状況
（施設数ベース）

第２版
H21.3月現在

第３版

た共聴施設）は、全国に約１万２，０００施設

（ 約８０万世帯）。

○自主共聴施設の計画的改修に向け、辺地共聴デジタル

化 ド プ を作成 公表

全国
１１，８６０施設

(H21 9 30)

第３版
H21.9月現在

化ロードマップ」を作成・公表

（初版：平成２０年９月末、第２版：平成２１年３月末

第３版：平成２１年９月末）｡

○ＮＨＫと地元視聴者で設置 運営するＮＨＫ共聴施設 (H21.9.30)○ＮＨＫと地元視聴者で設置・運営するＮＨＫ共聴施設

については、平成２１年（２００９年）９月末現在、

約７，８００施設のうち約４，０００施設

（約５１％）のデジタル対応が完了。

［計画済］
平成23年3月までに、デジタル化改修又はケーブルテレビ編入を予定しているもの

［時期検討中］
デジタル化改修若しくケーブルテレビ編入を平成23年度に予定又は時期検討中のもの

［未定又は未把握］
回収方法・時期が未定のもの又は施設の状況を把握できていないもの 5



受信障害対策共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）受信障害対策共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）

○ 関東や近畿では 施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため 特に重点的な対応が必要

0% 20% 40% 60% 80% 100%
対応済 計画あり 計画なし H21.4‐9廃止

【デジタル化対応済率】

○ 関東や近畿では、施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため、特に重点的な対応が必要

受信障害対策共聴施設の地域別デジタル化対応状況
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1,741(38.4%)
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738(16.3%)
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59

全国（49,881施設）

北海道（4,533）

受信障害対策共聴施設の地域別デジタル化対応状況

１８．７％

【デジタル化対応済率】
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1,013(30.7%)

3,594(21.3%)

1,673(50.7%)

11,957(70.9%)

143

1,389

東北（3,297）

関東（16,868）

対応済率

１００％

受信障害対策共聴施設の地域別デジタル化対応状況
（施設数比を考慮した場合）

( )
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50(8.4%)

321(37.5%)
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232(27.1%)

280(46.9%)

41

25

信越（855）

北陸（597）

38 4% 35 4%

18.8%５０％

関東、近畿では特に重点的な対応が必要

325(11.0%)

1,132
(8.3%)

900(30.5%)
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(6.2%)

1,725(58.5%)

11,691(85.5%)

162

407

東海（2,950）

近畿（13,669）

38.4%

18.5%

7.8%

35.4%

8.4%
11.0%

8.3%

19.1%
18.9%

35.0%

( )

410(19.1%)

474(18.9%)

( )

1,003(46.7%)

1,539(61.4%)

736(34.2%)

494(19.7%)

32

213

中国（2,149）

四国（2,507）

北海道
（総数4,533施設）

東北
（3,297）

関東
(16,868)

信越
(856)

北陸
(597)

東海
(2,950)

近畿
(13,669)

中国
(2,149)

九州
(2,295)

沖縄
(160)

四国
(2,507)

【注】 横軸は、各地域ブロックの施設数を考慮したもの。

804(35.0%)

30(18.8%)

816(35.6%)

87(54.4%)

675(29.4%)

43(26.9%)

119

8

九州（2,295）

沖縄（160）
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集合住宅共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）集合住宅共聴施設の地域別状況（平成２１年９月末）

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では 特に重点的な対応が必要

集合住宅共聴施設の地域別デジタル化対応状況

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では、特に重点的な対応が必要

デジタル化対応済率
（施設数ベース）

100%100%

90%

80%

南関東では特に重点的な

70%

60%

【デジタル化対応済率】６６．４％

対応が必要
50%

40%

デジタル化

30%

20% デジタル化
対応済等

10%

0%
鳥奈

【注】 横軸は、各都道府県の集合住宅の加入世帯数を考慮したもの。

【参考】 「デジタル化対応済等」には、ＮＨＫによる電波シミュレーションによる受信可能と判断される施設を含む。なお、電波シミュレーションでは、アナログ放送と同一局からデジタル放送を受
信する（開局予定を含む）地域のように、ＵＨＦアンテナが適切な方向に向けて設置済であるため、特段の対応を要せずデジタル放送を受信できると想定される場合を対応不要としている。
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エコポイントの活用によるデジタルテレビの購入支援エコポイントの活用によるデジタルテレビの購入支援

２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため エコポイントを活用２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため、エコポイントを活用
し、デジタルテレビの購入支援を行う。

策 策 デジ 地デジテレビ国内出荷実績推移（JEITA統計)

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

■ ０９年１月～１０月

温暖化対策
（ＣＯ２削減）

景気対策
（経済活性化）

地デジ対応
テレビの普及

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

エコポイント活用によるグリーン家電の普及 63.1万
(32.9％)

80.3万
(21.1％)

101.9万
(17.4％)

81 .6万
(23.9％)

80.2万
(25.0％)

108.4万
(29.6％)

118.4万
(42.7％)

102.3万
(56.4％)

113.8万
(33.6％)

115.8万
(66.6％)

薄型テレビの販売台数・前年同月比推移（BCN統計）

（注） 上段は出荷台数、下段は対前年同月比

製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

エアコン 冷蔵庫 地デジ対応テレビ
エコポイント

180.0%製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

テレビのみ ５％追加

＋

142 9%

154.2% 152.2%

162.1%
167.7%

161.7%

150.0%

160.0%

170.0%

180.0%

地上デジタル放送対応テレビ

統一省エネラベル４☆

４６V以上 ３６,０００
４２V、４０V ２３,０００

＜エコポイント数（点）例（地上デジタル放送対応テレビ）＞

120.4%

142.9%
138.1%

120.0%

130.0%

140.0%

統 省エネラベル４☆
相当以上の製品の購入

３７V １７,０００
３２V、２６V  １２,０００
２６V未満 ７,０００

＋リサイクル（買換）を行う場合 ３,０００ 8

100.0%

110.0%

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月



地上デジタル放送受信機器購入等支援の概要地上デジタル放送受信機器購入等支援の概要

ＵＨＦアンテナ本体ＵＨＦアンテナ本体
設 事費設 事費

受信機器購入等支援の内容
＋設置工事費＋設置工事費

受信機器購入等支援の内容

・「ＮＨＫ受信料全額免除世帯」（最大２７０万世帯）を対象
①生活保護などの公的扶助世帯
②住民税非課税の障害者世帯

アナログ
テレビ

チューナー設置チューナー設置
＋操作説明＋操作説明

②住民税非課税の障害者世帯
③社会福祉事業施設入所者

・「簡易なチューナー」の無償給付
必要な場合にはアンテナの無償改修等（工事費含む） ＋操作説明＋操作説明合 償 修 （ 費含 ）

・平成２１年度所要額：約１７０億円（６０万世帯分）

支援の実施体制

◇ 支援の実施主体は(株)ＮＴＴ－ＭＥ(※公募により決定）に決定（平成２１年７月１５日公表）

◇ 同社が「総務省 地デジチューナー支援実施センター」として、申込み受付、相談対応、簡易なチューナーの調達、設置
工事などを行う。

簡易なチューナーの調達

◇ 「簡易なチューナー」の仕様ガイドライン（平成１９年１２月２５日(社)デジタル放送推進協会・総務省公表）に基づく◇ 簡易なチ 」 仕様 イドライ （平成 年 月 日(社)デ タ 放送推進協会 総務省公表）に基 く
仕様により、(株)ＮＴＴ－ＭＥを通じて一般競争入札を実施（平成２１年７月２３日～８月１２日）し、(株)アイ・オー・
データ機器と(株)バッファローの２社に決定（平成２１年９月７日公表）。

主なスケジュール

◇ 申込みの受付期間 ： １０月１日～１２月２８日（※平成２１年度支援分）

◇ チューナーの直送・設置工事等の開始 ： １１月１９日～（準備が整った地域から順次）

9



デジサポの概要デジサポの概要
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○ 平成２１年度中に、約５千万のすべての御家庭に対して、「地デジ移行のお知らせ・お住まいの地域で開催

全世帯へのお知らせの郵送全世帯へのお知らせの郵送

される説明会・戸別訪問のお知らせ」を配布。

（封筒 表面） （封入物 例）

（封筒 裏面）（封筒 裏面）

11



高齢者等に対する説明会・戸別訪問の実施高齢者等に対する説明会・戸別訪問の実施

○ デジサポでは 地方公共団体の協力も得ながら 高齢者等に対するきめ細かな説明会を全国の地域センターや○ デジサポでは、地方公共団体の協力も得ながら、高齢者等に対するきめ細かな説明会を全国の地域センタ や
福祉施設等において実施中。すでに約１００万人の参加者に対し、説明済み。

○ 説明会に参加できない高齢者世帯を中心に、電器店の協力も得ながら戸別訪問による説明・サポートも実施。

地デジ説明会の状況 戸別訪問広報誌での周知広報 地デジ説明会の状況 戸別訪問広報誌での周知広報
区民ホール

地デジカルテ

個別相談の風景  「地デジサポーター」（電器店が戸別訪問する場合の
名称）であることを証明するため、戸別訪問時は必ず
ID 腕章 ユニフォ ムを着用ID、腕章、ユニフォームを着用。

老人福祉施設 12



電波電波受信状況の受信状況の調査調査

○簡易連続調査 ○個別詳細調査○簡易連続調査 ○個別詳細調査
電波状況測定車により走行しながら広範囲に受信状況を調査 個別地点について詳細調査を実施

天井四隅にアンテナを設置

電測車にロッドアンテナ設置 ロッドアンテナ

東名阪エリアの調査結果について、本年１２月中にウェブに公開予定東名阪 リアの調査結果について、本年１２月中にウ ブに公開予定

電測車から１０メートル高までアンテナをのばし測定

13



集合住宅用「地デジカ・ステッカー」の提供集合住宅用「地デジカ・ステッカー」の提供

○ 地デジ化対応済みの集合住宅に貼付する「地デジカ・ステッカー」を作成し、自己確認した集合

地デジカ・ステッカーの概要

○ 地デジ化対応済みの集合住宅に貼付する 地デジカ ステッカ 」を作成し、自己確認した集合
住宅の管理会社・管理者等に配布。地デジ化の機運を高め、集合住宅の地デジ化対応を促進。

○ 平成２１年１１月１６日（月）より、デジサポにて申込受付を開始。

・総務省 テレビ受信者支援センター（デジサポ）にて、地上デジタル放送受信対応済（地デジ化対応済み）の集合住宅に
貼付する「地デジカ・ステッカー」を作成。

・「地デジカ・ステッカー」は、賃貸集合住宅や分譲集合住宅においてインターネット対応済み表示などと同様、地デジ化対

地デジカ ステッカ の概要

」 、賃貸集 住 分譲集 住 済 表 様、
応済みであることを明示するもの。

・「地デジカ・ステッカー」の貼付により、地デジ化対応の集合住宅であることを明確にすることで、地デジ化の機運を高
め、集合住宅における地デジ化対応を促進。

・「地デジカ・ステッカー」を活用し デジサポによる集合住宅の管理会社・管理者への訪問活動や地デジ化対応のための・「地デジカ・ステッカー」を活用し、デジサポによる集合住宅の管理会社・管理者への訪問活動や地デジ化対応のための
助成金交付を効率的に推進。

【地デジカ・ステッカーの申請手続の流れ】

地デジ化対応済マンション等

○△コミュニティ株式会社
凸凹区営業所 tel:○○○○－○○○○ 申請書の

申請書の
提出

受付確認申請書の入手

凸凹区営業所 tel:○○○○ ○○○○

ＦＡＸ

郵送
申請書を

ダウンロード

デ
ジ
サ
ポ
統
括

申請書の
受け取り 住宅

情報
記入

・

地デジ

ステッカー

送付
デジサポ

14
正面玄関等に貼付

Ｗｅｂ申請
（準備中）

括
本
部

受信
確認

Ｗｅｂ申請
（準備中）

ホーム
ページ



地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援

○ ２０１１年７月２４日の地上デジタル放送への完全移行に向けて、残された期間で国民に円滑にデジ年 月 放送 完 移行 、 期間 国民 滑
タル放送に移行していただく観点から、必要な環境整備・支援策を実施

○ 平成２２年度所要額（事業費）は約９００億円を予定（注１）

（注１）すべて電波利用料財源 一部を除き 国庫債務負担行為により複数年度にかけて歳出化（平成２２年度予算額は約３０８億円）（注１）すべて電波利用料財源。 部を除き、国庫債務負担行為により複数年度にかけて歳出化（平成２２年度予算額は約３０８億円）。

（注２）この他、アナログ周波数変更対策の経費として４．５億円を予定（アナログ周波数変更対策を含めた平成２２年度予算額は約３１２億円）。

デジタル放送受信に関する相談体制の強化

 全都道府県のデジサポによる受信相談 現地調査等

なぜデジタル化するのか、どう
すれば良いのか丁寧に説明

デジタル放送をご覧いただけるよ
うにするための負担の軽減

 全都道府県のデジサポによる受信相談・現地調査等
 高齢者・障害者等を中心にきめ細かな説明会・戸別訪問の実施

受信機器の購入支援
全都道府県でのきめ細かな説明

高齢者・障害者等きめ細
かな説明会・戸別訪問の

実施

電波が届かない過疎、離島地域などでの支援
地上デジタル放送への円滑な移行のための

環境整備・支援

全都道府県でのきめ細かな説明、
相談対応等 経済的弱者に対する

受信機器購入等支援 経済的弱者に対するチューナーの購入等の支援

電波が届かない過疎、離島地域などでの支援

 デジタル中継局の整備に対する支援
 新たな難視対策
 暫定的な衛星利用による難視聴対策

環境整備・支援

デジアナ変換 導入に

電波が届かない場合の共同アンテナ等に対する支援

 辺地共聴施設のデジタル化の支援
デ

デジタル中継局整備支援

暫定的な衛星利用

集合住宅共聴施設の
デジタル化の支援

デジアナ変換の導入に
よる受信環境整備

 受信障害対策共聴施設のデジタル化の支援
 集合住宅共聴施設のデジタル化の支援
 デジアナ変換の導入による円滑な受信環境整備の推進等 デジタル放送を受信しやすいよ

うにするための環境の整備

etc.

辺地共聴施設のデジタル
化の支援

による難視聴対策受信障害対策共聴施設の
デジタル化の支援

共同でテレビをご覧になって
いる方の負担の軽減 15



平成２２年度平成２２年度 予算実施項目及び所要額予算実施項目及び所要額

デジタル放送受信に関する相談体制の強化

① 地デジコールセンターの運営
② 全都道府県のデジサポによる受信相談・現地調査等
③ 高齢者・障害者等を中心にきめ細かな説明会・戸別訪問の実施

デジタル放送受信に関する相談体制の強化

【継続 １８．４億円】
【継続 １１０．６億円】
【継続 １０７．１億円】

④ 経済的弱者に対するチューナーの購入等の支援

受信機器の購入支援

【継続 ３３７．５億円】

⑤ デジタル中継局の整備に対する支援
⑥ 新たな難視対策

電波が届かない過疎、離島地域などでの支援

【拡充 ４３．４億円】
【新規 １８．２億円】⑥ 新たな難視対策

⑦ 暫定的な衛星利用による難視聴対策
⑧ デジタル混信の解消
⑨ アナログ停波後のチャンネル切替

【新規 億円】
【継続 ８７．０億円】
【継続 １０．８億円】
【拡充 ８．１億円】

⑩ 辺地共聴施設のデジタル化の支援
⑪ 受信障害対策共聴施設のデジタル化の支援
⑫ 集合住宅共聴施設のデジタル化の支援

電波が届かない場合の共同アンテナ等に対する支援

【拡充 ６０．４億円】
【拡充 ５７．１億円】
【新規 １９ ２億円】⑫ 集合住宅共聴施設のデジタル化の支援

⑬ デジアナ変換の導入による円滑な受信環境整備の推進

その他（地方局経費・各種調査等）

【新規 １９．２億円】
【新規 １８．８億円】

【継続 ２．５億円】

（注）すべて電波利用料財源。一部を除き、国庫債務負担行為を講じる。

＜計＜計 約９００億円約９００億円 ＞＞

16



エストニアリトアニアスウェーデン

世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向

フィンランド
(2001年8月開始)

(2006年12月開始(2006年6月開始)(1999年4月開始)

デンマーク
(2005年7月開始)

イギリス
(1998年9月開始)

カナダ
(2003年3月開始)

ドイツ
(2002年11月開始)

オランダ
(2003年4月開始)

ベルギー
アメリカ合衆国

(1998年11月開始)中国（独自方式）
日本（ISDB-T）

(2003年12月開始) ベネズ
ベルギ

(2003年7月開始)

フランス
(2005年3月開始)

スペイン
(2000年5月開始)

(1998年11月開始)

台湾（DVB-T）

韓国 (ATSC)
(2001年10月開始)

中国（独自方式）
（2007年8月開始）

(2003年12月開始)

ブラジル (ISDB-T)

ベネズエラ (ISDB-T)
（2009年10月方式決定）

(2000年5月開始)

スイス
(2003年8月開始)

オーストリア
(2006年12月開始)

イタリア

台湾（DVB T）
(2004年3月開始)

ブラジル (ISDB-T)
（2006年6月方式決定）
（2007年12月開始）

ペルー (ISDB-T)
（2009年4月方式決定）

ギリシャ
(2006年3月開始)

サウジアラビア
(2006年6月開始)

イタリア
(2003年12月開始)

チェコ共和国
(2005年10月開始)

オーストラリア
(2001年7月開始)

（2009年4月方式決定）

チリ (ISDB-T)
（2009年9月方式決定）

(2006年3月開始)

日本方式（ISDB-T）
(Integrated Services Digital Broadcasting - Terrestrial)

欧州方式（DVB T）

： 開始済

： 開始済 ： 予定

： 予定
アルゼンチン (ISDB-T)

（2009年8月方式決定）

2009年10月現在
出典:OECD報告書他各種資料

米国方式（ATSC）
(Advanced Television Systems Committee)

欧州方式（DVB-T）
(Digital Video Broadcasting - Terrestrial)

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定
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